
 

 

 

 

 

 

 

平成 27年度 税理士試験 

消費税法 ラストスパート模試 

 

 

<答案用紙> 

 

 

 

〔答案用紙ご利用時の注意〕 

1．実際の税理士試験では、この表紙はありません。答案用紙のみが配布されます。 

2．実際の税理士試験の答案用紙はＢ４サイズです。このままでもご使用になれますが、本試験と同様の

サイズで解きたい方は、お手数ですが、Ｂ４サイズにコピーしてお使いください。 

3．この答案用紙は、ミシン目に沿ってカッターナイフ等で切り取り、ご利用ください。なお、切り取り

の際の損傷についてのお取替えはご遠慮願います。 

4．弊社ホームページでは、答案用紙のダウンロードサービスを行っています。 

ネットスクールホームページ (http://www.net-school.co.jp/) にアクセスしてください。 

5．答案の採点は、模範解答を基に各自で行ってください。 
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問１ 
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問１ (続き) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

受 験 番 号 
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問２  

⑴について 

【解答】 

 

【理由】 

 

 

 

 

 

 

 

⑵について 

【解答】 

 

【理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶について 

【解答】 

 

【理由】 
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⑷について 

【解答】 

 

【理由】 

 

 

 

 

 

 

 

⑸について 

【解答】 

 

【理由】 
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Ⅰ 納税義務の有無の判定 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納税義務の有無の 

判定 

 〔当課税期間前の課税期間の納税義務の有無の判定〕 

前々課税期間の納税義務の有無の判定 

⑴ 基準期間の判定 ０円≦10,000,000円 ∴⑵へ 

⑵ 特定期間の判定 ０円≦10,000,000円 ∴⑶へ 

⑶ 相続の特例 

(15,100,000円－3,300,000円)×
100

105
＝11,238,095円 

＞10,000,000円 ∴１月１日から７月15日までは納税

義務なし 

７月16日から12月31日までは納 

税義務あり★ 

 

前課税期間の納税義務の有無の判定 

⑴ 基準期間の判定 ０円≦10,000,000円 ∴⑵へ 

⑵ 特定期間の判定 

2,684,600円≦10,000,000円★ ∴⑶へ         

⑶ 相続の特例 

０円＋(13,450,000円－3,820,000円)×
100

105
 

＝9,171,428円≦10,000,000円 ∴納税義務なし★ 

 

 

 

 

〔当課税期間の納税義務の有無の判定〕 

基準期間の判定 

53,990,800円×
100

105
＋3,156,700円＝53,576,509円 

＞10,000,000円∴納税義務あり★ 

 

 



 

受 験 番 号 
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Ⅱ 課税標準額に対する消費税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

課 税 標 準 額 

 

 

 

 

76,062,000円

 

〔課税標準額の計算〕 

22,857,400円＋160,000円★＋620,000円★ 

＋30,460,000円＋1,677,700円＋11,558,300円 

＋5,000,000円★＋(1,000,000円＋30,000,000円) 

×
３

３＋１＋６
★＋14,350円★＋500,000円※★ 

＝82,147,750円 

※ みなし譲渡 

82,147,750円×
100

108
＝76,062,731円 

→ 76,062,000円 (千円未満切捨) 

課税標準額に対す 

る消費税額 

4,791,906円 〔課税標準額に対する消費税額の計算〕 

76,062,000円×6.3％＝4,791,906円 

 

 

 

Ⅲ 仕入れに係る消費税額の計算等 

 

区   分 金   額 計   算   過   程 

課 税 売 上 割 合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
93,130,00626円

124,0704,135円

 

〔課税売上割合の計算〕 

⑴ 課税売上高 

 ① 76,062,731円＋13,834,600円＋5,000,000円★ 

＋600,000円★＝95,497,331円 

 ②  1,840,000円－1,840,000円×
6.3

108
×
80

63
＋410,000円 

＋253,000円＝2,366,705円★ 

 ③ ①－②＝93,130,626円 

⑵ 非課税売上高 

   172,925円＋(1,275円＋325円)★＋(12,400,000円 

  －620,000円)★＋1,438,800円＋2,400,000円★ 

＋120,000円★＋240,000円★＋500,000円★ 

＋(1,000,000円＋30,000,000円) 

×
６

３＋１＋６
×

８

８＋２
★＋50,230円×

８

８＋２
★ 

＝31,573,509円 

⑶ 課税売上割合 

  



 

受 験 番 号 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

控除対象仕入税額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,654,747円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔課税仕入れ等の税額の合計額の計算〕 

⑴ 区分経理及び税額 

① 課税資産の譲渡等にのみ要するもの 

イ 課税仕入れ 

1,872,200円＋3,655,988円★＋1,514,000円★ 

＋3,080,268円＋100,000円★＋1,512,000円★ 

＋1,171,000円★＋805,338円＝13,710,794円 

13,710,794円×
6.3

108
＝799,796円 

ロ 課税貨物 

28,300円＋5,000円＝33,300円★ 

ハ 期首棚卸資産の調整 

1,075,400円×
6.3

108
＝62,731円★ 

ニ 仕入返還等  

132,000円＋6,000円★＝138,000円★ 

138,000円×
6.3

108
＝8,050円 

② その他の資産の譲渡等にのみ要するもの 

23,500円★＋853,000円＋16,248,000円★ 

＋1,796,142円★＋200,000円★＝19,120,642円 

19,120,642円×
6.3

108
＝1,115,370円 

③ 課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して

要するもの  

921,683円★＋945,000円×
３

３＋１＋６
★ 

＋945,000円×
６

３＋１＋６
×

８

８＋２
★＋25,000円 

×
３

３＋１＋６
＋25,000円×

６

３＋１＋６
×

８

８＋２
★ 

＋882,000円＋300,000円★＋784,251円  

＝3,644,534円 

※ Ｘ建物及び乙土地に共通して要するもの 

  
３

３＋６
＜課税売上割合 ∴共通仕入有利 

3,644,534円×
6.3

108
＝212,597円 

 

 

 



 

受 験 番 号 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

  ④ 合計 

イ 課税仕入れ…算式★ 

13,710,794円＋19,120,642円＋3,644,534円 

＝36,475,970円 

36,475,970円×
6.3

108
＝2,127,764円 

  ロ 課税貨物 

   33,300円 

  ハ 期首棚卸資産の調整 

  62,731円 

  ニ 仕入返還等 

8,050円 

⑵ 個別対応方式…算式★ 

  (799,796円＋33,300円＋62,731円－8,050円) 

＋212,597円×
93,130,626円

124,704,135円
 

＝1,046,547円 

⑶ 一括比例配分方式…算式★ 

  (2,127,764円＋33,300円＋62,731円) 

×
93,130,626円

124,704,135円
－8,050円×

93,130,626円

124,704,135円
 

＝1,654,747円 

⑷ 有利判定 

⑵＜⑶ ∴1,654,747円 

〔調整対象固定資産に係る控除税額の調整の計算等〕 

⑴ 調整対象固定資産の判定 

 ① 乗用車 

   2,160,000円×
100

105
＝2,057,142円 

   ≧1,000,000円  ∴該当する 

 ② ソフトウエア 

   1,296,000円×
100

105
＝1,234,285円 

   ≧1,000,000円  ∴該当する★ 

 ③ 応接セット 

   2,000,000円×
100

105
＝1,904,761円 

   ≧1,000,000円  ∴該当する 

      



 

受 験 番 号 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

   ④ 駐車場施設 

   7,200,000円×
100

105
＝6,857,142円 

≧1,000,000円  ∴該当する 

※ 乗用車は免税事業者である期間中に取得のため調整不

要、応接セットは第三年度の課税期間末に有していないた

め調整不要、駐車場施設は、課税資産の譲渡等にのみ要す

るものであり、転用していないため調整なし★ 

⑵ 著しい変動 

① 仕入れ等の課税期間における課売上割合 

イ 課税売上高  

53,990,800円×
100

105
＝51,419,809円 

ロ 非課税売上高 ０円 

ハ 課税売上割合 
イ

イ＋ロ
＝
51,419,809円

51,419,809円
★ 

＝1.0≧95％ かつ 

51,419,809円≦500,000,000円 ∴全額控除 

② 通算課税売上割合 

イ 課税売上高  

 (イ) 仕入れ等の課税期間 51,419,809円 

(ロ) 前課税期間  

97,684,000円－20,640,000円－1,032,000円 

＝76,012,000円 

(ハ) 当課税期間 93,130,626円 

(ニ) 合計 (イ)＋(ロ)＋(ハ)＝220,562,435円 

ロ 非課税売上高 

０円＋20,640,000円＋31,573,509円 

＝52,213,509円 

ハ 課税売上割合 

    
イ

イ＋ロ
＝
220,562,435円

272,775,944円
＝0.808…★ 

③ 変動差 ①－②＝0.191…≧５％ 

④ 変動率 

③

①
＝0.191…＜50％ ∴著しい変動に該当しない★ 



 

受 験 番 号 
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Ⅳ 差引税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

差 引 税 額 

 

  2,999,300円 〔差引税額の計算〕 

4,791,906円－1,792,556円＝2,999,350 → 2,999,300円 

（百円未満切捨）

 

Ⅴ 中間納付税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

中 間 納 付 税 額 

  

        ０円 〔中間納付税額の計算〕 

前課税期間が免税事業者であるため、前期納税実績なし 

 

Ⅵ 納付税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納 付 税 額  

 

★  2,999,300円 〔納付税額の計算〕 

2,999,300円 

 

区   分 金   額 計   算   過   程 

売上げの返還等 

対価に係る税額 

★   107,333円 〔売上げの返還等対価に係る税額の計算〕 

1,840,000円×
6.3

108
＝107,333円 

貸倒れに係る消費

税額 

★   30,476円 〔貸倒れに係る消費税額の計算〕 

800,000円×
４

105
＝30,476円 

控 除 税 額 小 計 1,792,556円 〔控除税額小計の計算〕 

1,654,747円＋107,333円＋30,476円＝1,792,556円 
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問１ 

人格ない社団等の意義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規定の内容 
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問１ (続き) 
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問１ (続き) 
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問２  

⑴について 

【解答】 

 

 

【理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵について 

【解答】 

 

 

【理由】 
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⑶について 

【解答】 

 

 

【理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷について 

【解答】 

 

 

【理由】 
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⑸について 

【解答】 

 

 

【理由】 
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Ⅰ 納税義務の有無の判定 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納税義務の有無の 

判定 

 〔納税義務の有無の判定〕 

⑴ 基準期間における課税売上高 

① (315,460,544円－16,719,408円－1,892,762円) 

×
100

105
 ＋1,892,762円＝284,605,499円 

② (3,596,250円－28,770円）－(3,596,250円 

－28,770円）×
４

105
 ×

125

100
 ＋28,770円 

＝3,426,370円 

 ③ ①－②＝281,179,129円★ 

⑵ 納税義務の有無の判定 

  281,179,129円＞10,000,000円 ∴納税義務あり★ 

 

Ⅱ 課税標準額に対する消費税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

課 税 標 準 額 

 

365,006,000円 〔課税標準額の計算〕 

（374,015,132円－600,000円★ －160,000円 

＋300,000円※１）＋(18,956,952円－1,232,160円) 

＋324,000円★＋100,800円★＋102,000円※２ 

＋2,400,000円★＝394,206,724円 

394,206,724円×
100

108
 ＝365,006,225円 

→ 365,006,000円(千円未満切捨） 

※１ 168,000円＞160,000円  ∴低額譲渡 300,000円 

※２ みなし譲渡 180,000円×50％＝90,000円 

＜102,000円 ∴102,000円 

(上記課税標準額の金額とコメントをあわせて低額譲

渡★、みなし譲渡の別に★) 

 

課税標準額に対す 

る消費税額 

22,995,378円 〔課税標準額に対する消費税額の計算〕 

365,006,000円×6.3％＝22,995,378円 

 

控除過大調整税額 ★   19,200円 〔貸倒回収に係る消費税額の計算〕 

 504,000円×
４

105
 ＝19,200円 

   



 

受 験 番 号 
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Ⅲ 仕入れに係る消費税額の計算等 

区   分 金   額 計   算   過   程 

課 税 売 上 割 合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

控除対象仕入税額 

 

 

       円

       円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,092,013円

 

 

 

 

 

 

〔課税売上割合の計算〕 

⑴ 課税売上高  

 ① 365,006,225円＋1,232,160円＋1,200,000円★ 

＝367,438,385円 

 ② 2,406,000円＋1,465,696円★＋35,400円★ 

－2,406,000円×
6.3

108
 ×

80

63
 ＝3,728,874円 

③ ①－②＝363,709,511円★ 

⑵ 非課税売上高 

   706,104円＋1,440,000円－72,000円★ 

＋1,152,000円★＋6,000,000円×５％★ 

＋16,800,000円＝20,326,104円 

⑶ 非課税資産の輸出 48,000円★ 

⑷ 課税売上割合 

⑴＋⑶

⑴＋⑵＋⑶
 ＝

363,757,511円

384,083,615円
 ＝0.947… 

＜95％ ∴按分計算が必要 

 

〔課税仕入れ等の税額の合計額の計算〕 

⑴ 区分経理及び税額 

  ① 課税資産の譲渡等にのみ要するもの 

   イ 課税仕入れ 

     (245,421,613円－9,820,800円)★ 

＋2,582,400円＋（10,512,000円★＋360,000円★

＋2,275,200円★）＋2,017,530円＋(840,000円★

＋778,200円★＋669,000円★)＝255,635,143円 

      255,635,143円×
6.3

108
 ＝14,912,050円 

   ロ 課税貨物 572,800円★ 

ハ 仕入返還等 

     2,543,125円＋438,000円★＝2,981,125円 

     2,981,125円×
6.3

108
 ＝173,898円 

② その他の資産の譲渡等にのみ要するもの 

   63,000円★＋126,000円＝189,000円 

    189,000円×
6.3

108
 ＝11,025円 

 



 

受 験 番 号 
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 ③ 課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通し

て要するもの 

   1,294,920円★＋144,000円＋(1,848,000円 

－460,000円－500,000円)★＋(1,500,480円 

－562,800円)★＋(1,282,860円－74,880円）★ 

＋1,065,840円★＋(1,136,600円－38,400円 

＋613,700円－3,600円＋13,408円＋400,000円)★ 

＋3,168,000円★＋1,345,020円＋78,120円★ 

＋1,507,706円＋98,000円★＋611,820円★ 

＝14,468,794円 

14,468,794円×
6.3

108
 ＝844,012円 

④ 合計  

  イ 255,635,143円＋189,000円＋14,468,794円 

    ＝270,292,937円 

    270,292,937円×
6.3

108
 ＝15,767,087円 

   ロ 課税貨物 572,800円 

   ハ 仕入返還等 173,898円 

⑵ 個別対応方式…算式★ 

  (14,912,050円＋572,800円－ 173,898円) 

＋844,012円×
363,757,511円

384,083,615円
 ＝16,110,298円 

⑶ 一括比例配分方式…算式★ 

  (15,767,087円＋572,800円)×
363,757,511円

384,083,615円
  

－173,898円×
363,757,511円

384,083,615円
 ＝15,310,468円 

⑷ 有利判定 

  ⑵＞⑶ ∴16,110,298円 

〔調整対象固定資産に係る控除税額の調整の計算等〕 

⑴ 調整対象固定資産の判定 

  ① 土地  

     調整対象固定資産に該当しない★ 

② 車両運搬具 

  (1,344,000円－126,000円)×
100

105
  

＝1,160,000円≧1,000,000円 ∴該当する★ 

 

区  分 金  額 計   算   過   程 



 

受 験 番 号 
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③ 看 

④ コンピュータ 

 1,440,000円×
100

105
 ＝1,371,428円 

≧1,000,000円    ∴該当する★ 

 

 ※ 車両運搬具は仕入れ時に比例配分法で計算していな

いため変動の調整なしまた、課税業務用から共通業務

用への転用なので転用の調整もなし★ 

⑵ 調整税額 

  ① 調整対象税額 

    1,440,000円×
４

105
 ＝54,857円 

  ② 調整税額 

    54,857円×
１

３
 ＝18,285円（減算調整） 

∴２年超３年以内の転用★

〔控除対象仕入税額の計算等〕          

16,110,298円－18,285円＝16,092,013円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上げの返還等対
価に係る消費税額 

★233,916円 〔売上げの返還等対価に係る税額の計算〕 

2,406,000円×
6.3

108
 ＝233,916円 

 

貸倒れに係る消費

税額 

★73,500円 〔貸倒れに係る消費税額の計算〕 

  1,260,000円×
6.3

108
 ＝73,500円 

 

控 除 税 額 小 計 16,399,429円 〔控除税額小計の計算〕 

16,092,013円＋233,916円＋73,500円＝16,399,429円 

 

区  分 金  額 計   算   過   程 



 

受 験 番 号 
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Ⅳ 差引税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

差 引 税 額 

 

 

6,615,100円 〔差引税額の計算〕  

22,995,378円＋19,200円－16,399,429円＝6,615,149円 

→6,615,100円（百円未満切捨） 

 

Ⅴ 中間納付税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

中 間 納 付 税 額 

 

 

★2,001,000円 〔中間納付税額の計算〕 

⑴ 一月中間申告…計算過程★ 

判定 

イ ４月から８月まで 

3,502,300円

12
＝291,858円≦4,000,000円 

∴適用なし

  ロ ９月から２月まで 

3,502,300円＋500,000円

12
＝333,525円 

≦4,000,000円 ∴適用なし 

⑵ 三月中間申告…計算過程★ 

① 判定 

 イ ４月から12月まで 

3,502,300円

12
×３＝875,574円≦1,000,000円 

∴適用なし

  ロ ７月から２月まで 

3,502,300円＋500,000円

12
×３＝1,000,575円 

＞1,000,000円 ∴適用あり 

② 中間納付税額 

1,000,500円(百円未満切捨)×２回＝2,001,000円 

⑶ 六月中間申告 適用なし 

⑷ ⑴＋⑵＋⑶＝2,001,000円 

 

Ⅵ 納付税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納 付 税 額 

 

 

★4,614,100円 〔納付税額の計算〕 

 6,615,100円－2,001,000円＝4,614,100円 

 

 



Ｚ－65－Ｆ ラストスパート模試 第３予想〔第一問〕答案用紙 

評 点
受 験 地

 
  

受 験 番 号
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問１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

受 験 番 号 
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問２ 

１．特定新規設立法人の意義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．納税義務の免除の特例制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

受 験 番 号 
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３．特定新規設立法人が、基準期間がない事業年度において調整対象固定資産を取得した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．他の者と特殊な関係にある法人を解散させた場合の特例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

受 験 番 号 
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問３  

⑴について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



 

受 験 番 号 
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⑶について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｚ－65－Ｆ ラストスパート模試 第３予想〔第二問〕答案用紙 

評 点
受 験 地

 
  

受 験 番 号
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Ⅰ 納税義務の有無の判定 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納税義務の有無の 

判定 

  

 〔当課税期間の納税義務の有無の判定〕 

 (16,134,240円－5,814,400円)＋(21,358,000円 

－5,038,480円)＝26,639,360円＞10,000,000円 

∴納税義務あり★

 

 

 

Ⅱ 課税標準額に対する消費税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

課 税 標 準 額 

 

 

 

 

 

★ 57,589,000円 

 

 

 

〔課税標準額の計算〕 

⑴ 第一種事業 

(922,615円＋1,848,383円＋1,355,179円)★＋(861,366円

＋1,676,156円＋193,697円)★＝6,857,396円 

⑵ 第二種事業 

  6,778,531円★＋3,776,411円★＋141,600円★ 

＋2,160,000円★＝12,856,542円 

⑶ 第三種事業 

6,032,347円★＋(5,465,628円－789,391円)★ 

＝10,708,584円 

⑷ 第四種事業 

789,391円★＋94,500円★＋(60,000円＋12,000円)★ 

  ＝955,891円 

⑸ 第五種事業 

157,200円★＋810,000円×15％★＝278,700円 

⑹ 第六種事業 

1,800,000円★＋864,000円★＋633,600円★ 

＋360,000円★＋450,000円★＝4,107,600円 

⑺ 合計 

⑴＋⑵＋⑶＋⑷＋⑸＋⑹＝35,764,713円 

35,764,713 

 

課税標準額に対す 

る消費税額 

★ 2,086,245円 〔課税標準額に対する消費税額の計算〕 

33,115,000円×6.3％＝2,086,245円 

  



 

受 験 番 号 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

控除過大調整税額 ★   4,410円 〔貸倒回収に係る消費税額の計算〕  

75,600円×
6.3

108
＝4,410円 

 

 

Ⅲ 仕入れに係る消費税額の計算等 

 

区   分 金   額 計   算   過   程 

簡易課税制度の適

用の有無の判定 

 

 

 

  

〔簡易課税制度の適用の有無の判定〕 

⑴ 前課税期間末までに簡易課税制度選択届出書の提出あり

★ 

⑵ 基準期間における課税売上高 

26,639,360円≦50,000,000円  

∴ 簡易課税制度の適用あり★ 

控除対象仕入税額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,533,174円

 

 

〔控除対象仕入税額の計算〕 

⑴ 業種別課税売上高 

① 第一種事業 

6,857,396円×
100

108
－(25,602円※－25,602円※×

6.3

108
 

×
80

63
)＝6,325,733円★ 

※ 14,160円＋11,442円＝25,602円 

② 第二種事業 

12,856,542円×
100

108
－(41,820円※－41,820円※×

6.3

108
 

×
80

63
)＝11,865,482円★ 

  ※ 23,940円＋17,880円＝41,820円 

③ 第三種事業 

10,708,584円×
100

108
－(35,032円－35,032円×

6.3

108
 

×
80

63
)＝9,882,917円★ 

④ 第四種事業 

955,891円×
100

108
＝885,084円★ 

⑤ 第五種事業 

278,700円×
100

108
＝258,055円★ 

⑥ 第六 

4,107,600円×
100

108
＝3,803,333円★ 



 

受 験 番 号 
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区   分 金   額 計   算   過   程 

 

 

 ⑦ 合計  

33,115,475円－(102,454円－102,454円×
6.3

108
 

×
80

63
)＝33,020,609円★ 

⑵ 業種別消費税額 

① 第一種事業  

6,857,396円×
6.3

108
－25,602円×

6.3

108
＝398,521円★ 

② 第二種事業 

12,856,542円×
6.3

108
－41,820円×

6.3

108
＝747,525円★ 

③ 第三種事業 

10,708,584円×
6.3

108
－35,032円×

6.3

108
＝622,624円★ 

④ 第四種事業 

955,891円×
6.3

108
＝55,760円 

③ 第五種事業 

278,700円×
6.3

108
＝16,257円 

④ 第六種事業 

4,107,600円×
6.3

108
＝239,610円 

⑤ 合計 

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＝2,080,297円★ 

⑶ 控除対象仕入税額 

① 基礎税額…計算過程★ 

2,086,245円＋4,410円－5,976円＝2,084,679円 

② 原則計算 

2,084,679円×
1,529,952円※

2,080,297円
＝1,533,174円 

※ 398,521円×90％＋747,525円×80％ 

＋622,624円×70％＋55,760円×60％ 

＋16,257円×50％＋239,610円×40％ 

＝1,529,952円★  

③ 特例計算 

イ 特定１事業(第三種) 

11,865,482円

33,020,609円
＝0.35…＜75％ ∴適用なし★ 



 

受 験 番 号 
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Ⅳ 差引税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

差 引 税 額 

 

★   547,200円 〔差引税額の計算〕 

2,086,245円＋4,410円－1,543,437円 

＝547,218円 → 547,200円(百円未満切捨) 
 

  

区   分 金   額 計   算   過   程 

  ロ 特定２事業（第二種と第三種） 

11,865,482円＋9,882,917円

33,020,609円
＝0.65…＜75％  

∴適用なし★ 

 

               

売上げの返還等対
価に係る消費税額 

★    5,976円 〔売上げの返還等対価に係る消費税額の計算〕 

102,454円×
6.3

108
＝5,976円 

 

貸倒れに係る消費

税額 

★    4,287円 〔貸倒れに係る消費税額の計算〕 

73,500円×
6.3

108
＝4,287円 

 

控 除 税 額 小 計 1,543,437円 〔控除税額の計算〕 

1,533,174円＋5,976円＋4,287円＝1,543,437円 

 



 

受 験 番 号 
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Ⅴ 中間納付税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

中 間 納 付 税 額 

 

★  540,000円 〔中間納付税額の計算〕 

⑴ 一月中間申告 

判定 

イ ４月～６月 

  
390,000円

６
＝65,000円≦4,000,000円 ∴適用なし★

ロ ７月～２月 

  
390,000円＋150,000円

６
＝90,000円≦4,000,000円  

∴適用なし★

⑵ 三月中間申告 

イ ４月～６月 

  
390,000円

６
×３＝195,000円≦1,000,000円  

∴適用なし★

ロ ７月～２月 

  
390,000円＋150,000円

６
 ×３ 

＝270,000円≦1,000,000円 ∴適用なし★

⑶ 六月中間申告 

 ① 判定 

390,000円＋150,000円

６
×６＝540,000円＞240,000円 

∴適用あり

② 中間納付税額 

540,000円(百円未満切捨)  

 

 

Ⅵ 納付税額の計算 

区   分 金   額 計   算   過   程 

納 付 税 額 

 

 

★    7,200円 〔納付税額の計算〕 

547,200円－540,000円＝7,200円 

 
 
 


